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ロシア・ウクライナ情勢や日米の金融政策の動向等から、主要なリスクファクターが想定※を上回って推移。

金利等の状況

内外金利／ドル調達コスト 米国IG・HY社債スプレッド／ドル円

実績 想定※ （参考）中期経営計画

（年/月末）

国債20年

国債10年
0.22

（%）

（%）

（年/月末）

0.73

ドル調達コスト（3M）

米国債5年

2.46

1.00

（年/月末）

2.49

0.90

0.23

3.04
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注 赤字は直近値（23/1）。

注 赤字は直近値（23/1）、

下線はドル調達コスト。

注 赤字は直近値（23/1）。
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（年/月末）

122

ドル円

注 赤字は直近値（23/1）。

米国HY社債スプレッド
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※ 22年度業績予想策定時点の想定
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実績 想定※ （参考）中期経営計画
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22/12末のリスク性資産※1残高は99.4兆円となり、22/3末比＋4.4兆円。「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（21年
改正）の適用を受け、プライベートエクイティファンド等を時価評価したこと等に伴い、戦略投資領域※2残高が9.9兆円と、
同＋3.4兆円となったことが主因。

資産運用の状況 ②リスク性資産残高
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リスク性資産※1残高（単体） 戦略投資領域※2残高（単体）

（年/月末） （年/月末）

注 「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（21年改正）の適用を受け、プライベートエクイティファンド及び不動産ファンドの残高については、一部アセットを除き、22年度から時価ベース。

（兆円）

その他

不動産ファンド
（エクイティ・デット）

プライベート
エクイティファンド

（実績）

9～10兆円

程度

10兆円

程度

100兆円

程度

110兆円

程度

戦略投資領域

貸出金

外国証券等

社債等

地方債

株式
（金銭の信託）等

（兆円）

（実績）
（見通し） （中期経営計画）（中期経営計画）

（評価益：1.0兆円）

※1 円金利（国債等）以外の資産 ※2 プライベートエクイティファンド、不動産ファンド（エクイティ・デット）、ダイレクトレンディングファンド、インフラデットファンド等

（評価益：0.2兆円）

（見通し）
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 償還に応じた再投資（P.29の残存期間別残高
参照）や新規投資について、運用利回りが向上

 預け金等の大宗は日銀当預も、マイナス金利
適用部分は限定的

 投資振り向けによる追加収益の獲得

 クレジットリスク取得がメイン
 （金利：約7～8割ヘッジ 為替：約9割強ヘッジ）

 一部の投資信託において、時価下落に伴う特別
分配金の発生（3Q決算補足資料②参照。ただ
し、解約・償還時において、戻り益が発生）

預け金等

66兆円

外国証券

79兆円

 外貨調達コストの増加※4（金利未ヘッジ部分（約2～3割）に影響）

内外金利上昇・クレジットスプレッド拡大の影響①

その他

42兆円
その他／純資産

31兆円

※3

※1 足許の市場環境が当行P/Lに及ぼす影響の現時点におけるイメージであり、市場環境の変動又は当行の投資方針の変更によっては、実際の影響と異なる可能性有り。
※2 金銭の信託で保有する国債を含む。
※3 金銭の信託で保有する不動産ファンド（デット）及びダイレクトレンディングファンドを含む。
※4 投資信託はファンド内で資金調達を実施しており、内外金利差等により外貨調達コストが増減。

今後の金利上昇局面を
見据えて預け金等からの

シフトを検討

内外金利上昇・クレジットスプレッド拡大によるP/Lへの影響イメージ※1

既保有分 新規投資分

国債

38兆円

貯金

195兆円

 大宗は固定債で、影響はニュートラル

 償還に応じた再投資（P.29の残存期間別残高
 参照）や新規投資について、運用利回りが向上

貯金金利引上げが生じた
場合には、利払い費増加
（ただし、市場金利上昇
に比べ遅行かつ引上げ水
準はパラレルではない可
能性有）

＜当行BS（単体） 総資産226兆円（22/12末）＞

足許、特に影響が
大きい

※2
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特別分配金は、一部の外債投資
信託で発生。ただし、解約・
償還時において、戻り益が発生
（3Q決算補足資料②参照）

貯金金利引上げが生じた場合
には、利払い費増加。ただし、
市場金利上昇に比べ遅行かつ
引上げ水準はパラレルではない
可能性有

うち、特別分配金の影響を受けるもの：約25兆円

内外金利上昇・クレジットスプレッド拡大の影響②

新規投資時以降にクレジット
スプレッドが拡大した場合、
特別分配金が発生特別分配金の影響

既保有分：約64兆円 新規投資分

スプレッド

収
益

収
益

スプレッド

キャッシュフロー 収益

イールドカーブ

長期↑  →  収益↑

長期（運用）

短期（調達）

短期↑  →  収益↓

水
準

期間

既保有分 新規投資分

短期↑・長期↑の影響

外貨調達コスト↑に伴う
収益↓の影響が大。なお、
一部外債投資信託において、
長期↑に伴う特別分配金の
発生有

短期↑・長期↑の影響

収益影響は長短金利差の
関係如何

約17兆円

うち、特別分配金の影響を
受けるもの：約7兆円

国債

38兆円

外国証券

79兆円

預け金等

66兆円

その他

42兆円

その他／
純資産

31兆円

貯金
195兆円

円金利リスク

既保有分：約38兆円
(大宗が固定債）

金利

収
益

収
益

貯金金利引上げの影響

金利

新規投資分

今後の金利上昇局面を
見据えて預け金等からの
シフトを検討

クレジットリスク

外貨金利リスク
（長短金利差）

投資振り向けの影響

（再掲）
当行BS（単体）

総資産226兆円（22/12末）
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国債残高：370,226億円（満期保有目的：118,997億円、その他目的：251,229億円）

（参考）有価証券の残存期間別残高等

残存期間別残高（期末残高ベース、22年12月末） 各種残高（平均残高ベース、22年度第3四半期）

1年以内

1年超3年以内

85,216

3年超5年以内

5年超7年以内

7年超10年以内

10年超

76,992

15,426

17,737

17,080

157,773

1年以内

1年超3年以内 63,593

3年超5年以内

5年超7年以内

7年超10年以内

10年超

26,689

62,099

36,421

24,981

35,185 22年度第3四半期

平均残高 （参考）期末残高

流動性預金 115.2 118.4

振替貯金 11.1 11.4

通常貯金等※ 103.4 106.2

貯蓄貯金 0.7 0.7

定期性預金 78.9 76.7

定期貯金 4.0 3.5

定額貯金 74.9 73.1

その他の預金 0.2 0.0

合計 194.4 195.2

（兆円）

※ 通常貯金等＝通常貯金＋特別貯金（通常郵便貯金相当）

貯金残高

国債・外国証券等残高

22年度第3四半期

平均残高 （参考）期末残高

国債 455,898 370,226

外国証券等 783,031 779,140

うち外国債券 269,901 248,971

うち投資信託 512,227 529,048

（億円）（億円）

外国債券残高：248,971億円（満期保有目的：31,312億円、その他目的：217,658億円）

（億円）
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